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主 文

１（第１事件）

原告の請求を棄却する。

２（第２事件）

原告は，被告に対し，６８万４６３６円及びこれに対する平成１１年１１月

２５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

３ 訴訟費用は，第１事件及び第２事件を通じて原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１（第１事件）

被告は，原告に対し，２９６万４５９６円及びこれに対する平成１３年２月

８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２（第２事件）

主文第２項と同旨。

第２ 事案の概要

本件は，被告に雇用されてタクシー乗務員としての業務に従事中交通事故に

遭って傷害を負った原告が，被告に対し，タクシー乗務に復帰するまでの間の

賃金，休業補償等を請求するとともに，被告が原告の就労の申出を違法に拒否

して年次有給休暇（以下「年休」という ）の取得を余儀なくさせ，年休の権。

利を消滅させたとして不法行為に基づく損害賠償，及び被告が交通事故の相手

方との示談交渉をせずに放置しこれに対する原告の損害賠償請求権を時効消滅

させたとして雇用契約又は委任契約の債務不履行に基づく損害賠償（慰謝料）

を請求するもの（第１事件 ，並びに被告が原告に対し，労働者災害補償保険）

法（以下「労災保険法」という ）に基づく休業補償給付が支払われるまでの。

間休業補償給付相当額を立替払いしたとして立替金の返還を求めるもの（第２

事件）の２件から成っている。
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１ 争いのない事実等

( ) 被告は一般乗用旅客自動車運送業等を営む株式会社であり，原告は昭和1

６１年１月被告と雇用契約（以下「本件雇用契約」という ）を締結してタ。

クシー乗務員として勤務し，後記事故当時，被告川崎第２営業所に配置され

ていた者である。

( ) 被告には，その従業員を組合員とする，神奈川都市交通労働組合（以下2

「一組」という ，新都市交通労働組合（以下「二組」という ）及び都市。） 。

交通労働組合（以下「三組」という ）の３つの労働組合があり，原告は三。

組の組合員である（弁論の全趣旨 。）

( ) 原告は，タクシー乗務中の平成７年９月２７日午前７時２０分ころ，川3

崎市＜以下略＞において，Ａ運転の普通乗用自動車によって原告運転の普通

乗用自動車（被告所有のタクシー車）の側面に衝突されるという事故（以下

「本件事故」という ）に遭い，頸椎捻挫，右肩・左下腿挫傷の傷害を負っ。

た（甲１，弁論の全趣旨 。）

( ) 本件事故による原告の傷害については，平成１１年８月３１日症状固定4

となり，平成１２年２月８日川崎南労働基準監督署長から労災保険法施行規

則別表第１障害等級表の障害等級１４級９号（局部に神経症状を残すもの）

の認定を受けた（甲３３ 。）

( ) 原告は，本件事故後休業し，労災保険法に基づく休業補償給付の支給を5

受けたが，平成１１年１１月４日，川崎南労働基準監督署長から「同年８月

３１日症状固定と認める。同年９月１日以降の療養，休業補償請求分につい

ては，全部不支給とする。同年７月１６日から同年８月３１日までの休業補

償給付請求分については，実際に通院した日のみを療養のため休業する日と

認め，その余は不支給とする 」旨の同年１１月２日付け決定（以下「本件。

不支給決定」という ）の通知を受けた（甲２，弁論の全趣旨 。これに基。 ）

づき，原告は，同年７月１６日から同年９月１５日までの休業補償給付請求
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分につき，同年７月１６日から同年８月３１日までの実通院日数２１日分合

計２０万３３６４円の支給を受けた。

( ) 被告は，本件事故後原告に対し疾病休職（以下「休職」という ）を命6 。

じたが，同年１１月２５日，同月４日付けで復職（川崎第２営業所勤務）を

命じたところ，原告は同年１２月２７日出勤し，同日から平成１２年４月１

５日まで内勤業務に従事し，同月１６日タクシー乗務に復帰した（甲４，１

０，乙２０，弁論の全趣旨 。）

( ) 被告は，原告に対し，労災保険法による休業補償給付の支給の立替えの7

趣旨で，平成１１年７月１６日から同年８月１５日までの分として２９万９

， ，０００円 同月１６日から同年９月１５日までの分として２９万９０００円

同月１６日から同年１０月１５日までの分として２９万円，以上合計８８万

８０００円を支払った（乙１０，弁論の全趣旨 。）

( ) 被告の就業規則には，以下の定めがある。8

５８条（転勤．転職．出向）

会社は，業務上必要あるときは，従業員に対し転勤，転職又は出向を

命ずることがある。

５９条（休職基準）

会社は，従業員（試雇，嘱託，臨時雇を除く）が下記の各号の一に該

当するときは，休職を命じる。

１．疾病休職 業務上の傷病又は業務外の傷病による欠勤が引続き６ケ

月以上に及んだとき

６０条（休職期間）

休職期間は下記の通りとする。

１．疾病休職 発令の日より１年間。ただし，業務上の疾病の場合治癒

と診断された時まで

６１条（復職）
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会社は，休職を命ぜられた者がそれぞれ下記の各号の一に該当するに

至ったときは，復職を命じる。

１．疾病休職の場合 休職期間満了前に治癒したことが会社の指定した

医師により診断されたとき

( ) 被告が一組との間で締結した労働協約（以下「本件協約」という ）に9 。

は以下の定めがあるが（なお，被告と一組は，平成１３年９月１４日新しい

労働協約を締結したところ，当該協約からは下記９６条に相当する条項は削

除された ，被告と三組との間には労働協約は締結されていない。。）

９６条（災害，療養，休業，傷害，打切り，遺族各補償及び葬祭料）

会社は従業員の業務上の負傷，疾病，廃疾又は死亡に対し，労働者

災害補償保険法により補償する。

前項の場合会社は速かに補償金額の立替支払を行い，本人が保険給

付を受けたとき会社に返還するものとする。

９７条（業務上の疾病範囲及び判定）

前条に定める業務上の疾病の範囲は，労働基準法第７５条による業務

上の負傷，疾病，廃疾，死亡及び重大な過失の判定並びにこの章に定

める規定の適用について疑義又は異議のあるときは行政官庁の判定に

よる。

９８条（身体障害の取扱い）

会社は前条の身体に障害を生じた従業員を元の職に復帰させること

を原則とし，若し復帰させることができないときは組合と協議し適当

な業務に配置転換させる。

前項の場合，爾後の昇給，昇格，昇進等についても一般基準に比較

して不利益な取扱いをしない。

２ 主な争点（( )ないし( )が第１事件関係，( )が第２事件関係である ）1 3 4 。

( ) 賃金，休業手当ないし休業補償請求権の有無1
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( ) 年休の取得に関する損害賠償請求権の有無2

( ) 本件事故の示談交渉に関する慰謝料請求権の有無3

( ) 立替金返還請求権の有無4

３ 当事者の主張の骨子（以下のとおりの主張と善解することができる ）。

( ) 争点( )（賃金，休業手当ないし休業補償請求権の有無）について1 1

（原告）

原告は，平成１１年７月１６日から平成１２年４月１５日までの期間（こ

のうち，年休を取得した期間として平成１１年１１月４日から同年１２月１

３日までの期間を除く ）について，被告に対し，以下のとおり，本件協約。

９８条，民法５３６条２項，労働基準法２６条又は同法７６条に基づき，賃

金請求権，休業手当請求権又は休業補償請求権を有している。

ア 平成１１年７月１６日から同年８月３１日まで

(ア) 原告は，この期間中就労していないが，被告に対し，本件協約９８

条若しくは民法５３６条２項に基づき，本件事故前３か月間の平均賃金

である１日当たり１万２１０５円に基づく賃金請求権を有し，又は労働

基準法２６条若しくは同法７６条に基づき，少なくとも上記平均賃金の

６０パーセントの割合による休業手当請求権若しくは休業補償請求権を

有する。

(イ) その根拠は以下のとおりである。

ａ 本件協約９８条

(ａ) 本件協約は，被告と一組との間で締結されたものであって，原

告が所属する三組との間で締結されたものではない。

しかし，本件協約は，被告の労働者の９５パーセント以上を組織

する一組との間で締結され，平成１３年１０月１７日には二組との

間でも締結された。また，被告は，三組が本件協約と同一の労働協

約の締結を求めたのに対し，準用するから締結する必要はない，あ
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るいは整備中である旨述べて締結を拒否し，準用を認めてきたので

あるから，本件協約は，三組の構成員である原告に対しても準用さ

れる。

(ｂ) 本件協約９８条は，業務上の負傷によって身体に障害を生じた

労働者に対し，賃金において，障害を負わなかった者の一般基準に

比較して不利益な取扱いをしないことを定めており，これはすなわ

ち，被告は，業務上の傷病を負った労働者が就労していない場合で

も，当該傷病を負う以前と同額の賃金を支払う義務を負うことを意

味する。同条は，文言上症状固定の後について定めた規定のように

も見えるが，症状固定の後に賃金に差を設けてはならないという規

範は，治療中においてこそより強く要請されるから 「もちろん解，

釈」により，治療中の労働者についても同条は適用されるというべ

きである。

(ｃ) 原告は，上記期間中いまだ症状固定しておらず療養中のため就

労できなかったものであるから，同条に基づき，被告に対し，本件

事故前３か月間の平均賃金と同額の賃金請求権を有する。

ｂ 民法５３６条２項

(ａ) 事務職就業申入れの拒否

原告は上記期間，いまだ療養中であったが，被告に対して事務職

， 。への配置転換を申し入れたにもかかわらず 被告はこれを拒否した

被告は，原告がタクシー乗務員であったことを理由に事務職就業

申入れを拒否した旨主張するが，原告は，被告への採用時に，被告

から，タクシー乗務員であっても配置転換がある，けがをした場合

には事務職の道が開けるとの説明を受け，実際，被告においては，

タクシー乗務員が障害を負ったか否かを問わず事務職に配置転換が

されることも多々あった。さらに，被告は，就業規則５８条及び本
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件協約９８条に基づき，原告を事務職に配置転換をする義務があっ

たのであるから，原告の事務職就業申入れは債務の本旨に従った履

行の提供であり，被告が原告の就労を拒否したのは不当である。

(ｂ) 休職命令

被告は，本件事故後原告に対し休職命令（就業規則５９ないし６

１条）を発しており，上記期間中はいまだ同命令が有効であったか

ら，原告は就労したくてもできない状態にあったものである。

(ｃ) 以上のとおり，被告は上記期間中，原告の就労を不当に拒否し

ていたのであるから，原告は，被告の責に帰すべき事由により就労

できなかったものとして，民法５３６条２項に基づき，本件事故前

３か月間の平均賃金と同額の賃金請求権を有する。

ｃ 労働基準法２６条

(ａ) 被告は，原告に対し，平成１１年１１月２７日までは休職命令

を出したままの状態であり，その後同年１２月２７日の内勤開始日

まで就労を許可しなかった。

(ｂ) 原告は，上記のとおり，労働災害を契機に休業を余儀なくされ

たのであるから，労働基準法２６条にいう「使用者の責に帰すべき

事由による休業」に該当するというべきであり，被告に対し，同条

に基づき平均賃金の６０パーセントの割合による休業手当請求権を

有する。

ｄ 同法７６条

， ，原告は 業務上の災害である本件事故により休業したのであるから

被告に対し，同法７６条に基づき，平均賃金の６０パーセントの割合

による休業補償請求権を有する。

イ 平成１１年９月１日から同年１１月４日まで

(ア) 原告は，この期間中も就労していないが，被告に対し，本件協約９
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８条若しくは民法５３６条２項に基づき，本件事故前３か月間の平均賃

金である１日当たり１万２１０５円に基づく賃金請求権を有し，又は労

働基準法２６条若しくは同法７６条に基づき，少なくとも上記平均賃金

の６０パーセントの割合による休業手当請求権若しくは休業補償請求権

を有する。

(イ) その根拠は以下のとおりである。

ａ 本件協約９８条

(ａ) 本件協約が原告に対しても準用されることは，上記ア(イ)ａ

(ａ)のとおりである。

， ， ，(ｂ) 原告は 同年８月３１日症状固定となったが 頸部の運動制限

肩・手のしびれ感という後遺症が残った。

上記のとおり，本件協約９８条は，被告に対し，業務上の負傷に

よって身体に障害を生じた労働者に対し，労働者が就労していない

場合でも，当該傷病を負う以前と同額の賃金を支払うよう義務づけ

た規定であるから，業務上の負傷によって後遺症が残った原告は，

上記期間労働していなくても 「業務上の負傷によって身体に障害，

を生じた労働者」として，同条に基づき，被告に対し，本件事故前

３か月間の平均賃金と同額の賃金請求権を有する。

ｂ 民法５３６条２項

(ａ) 事務職就業申入れの拒否

原告は上記期間中，被告に対し，事務職への配置転換を申し入れ

ていたにもかかわらず，被告は原告の就労を拒否した。上記ア(イ)

ｂ(ａ)のとおり，原告の事務職就業申入れは債務の本旨に従った履

， 。行の提供であるから 被告が原告の就労を拒否したのは不当である

(ｂ) 休職命令

上記期間中，被告が本件事故後原告に対して発した休職命令が有
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効であったために，原告が就労したくてもできない状態にあったこ

とは上記ア(イ)ｂ(ｂ)と同様である。

(ｃ) 以上のとおり，被告は上記期間中，原告の就労を不当に拒否し

ていたのであるから，原告は，被告の責に帰すべき事由により就労

できなかったものとして，民法５３６条２項に基づき，本件事故前

３か月間の平均賃金と同額の賃金請求権を有する。

ｃ 労働基準法２６条

被告は，原告に対し，平成１１年１１月２７日までは休職命令を出

したままの状態であり，その後同年１２月２７日の内勤開始日まで就

労を許可しなかったこと，原告は，同法２６条にいう「使用者の責に

帰すべき事由による休業」に該当する者として，被告に対し，平均賃

金の６０パーセントの割合による休業手当請求権を有することは，上

記ア(イ)ｃと同様である。

ｄ 同法７６条

， ，原告は 業務上の災害である本件事故により休業したのであるから

被告に対し，同法７６条に基づき，平均賃金の６０パーセントの割合

による休業補償請求権を有する。

なお，平成１１年９月１日以降原告に対して労災保険法による休業

補償給付は行われていないが，労災保険は，労働基準法上の災害補償

責任のための保険であって，労災保険法による保険給付がされなくて

も労働基準法７６条に基づく使用者の責任は残るのであり，労災保険

法による保険給付がされなくても労働基準法７６条が適用される場面

があると考えるべきである。

ウ 平成１１年１２月１４日から同月２６日まで

(ア) 原告は，この期間中も就労していないが，被告に対し，本件協約

９８条若しくは民法５３６条２項に基づき，本件事故前３か月間の平
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均賃金である１日当たり１万２１０５円に基づく賃金請求権を有し，

又は労働基準法２６条若しくは同法７６条に基づき，少なくとも上記

平均賃金の６０パーセントの割合による休業手当請求権若しくは休業

補償請求権を有する。

(イ) その根拠は以下のとおりである。

ａ 本件協約９８条

上記イ(イ)ａに同じ。

ｂ 民法５３６条２項

(ａ) 事務職就業申入れの拒否

原告は，同年１１月１６日被告に対し事務職への配置転換を求

， ，める内容証明郵便を送り その旨申し入れていたにもかかわらず

被告は原告の就労を拒否した。上記ア(イ)ｂ(ａ)のとおり，被告

， ，は 原告を事務職に配置転換する義務を負っていたのであるから

原告の内勤申入れは債務の本旨に従った履行の提供であり，被告

が原告の就労を拒否したのは不当である。

(ｂ) 被告による復職命令の取消し

被告は，同月２７日，いったんは原告に対し復職命令を発し，

原告はこれに応じて乗務しようとしたにもかかわらず，被告はそ

の後，何の理由もなく自らこれを覆し，原告の乗務を拒否したた

め，原告は自宅待機を余儀なくされた。

(ｃ) 以上のとおり，被告は上記期間中，原告の就労を不当に拒否

していたのであるから，原告は，被告の責に帰すべき事由により

就労できなかったものとして，民法５３６条２項に基づき，本件

事故前３か月間の平均賃金と同額の賃金請求権を有する。

ｃ 労働基準法２６条

上記イ(イ)ｃに同じ。
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ｄ 同法７６条

上記イ(イ)ｄに同じ。

エ 平成１１年１２月２７日から平成１２年４月１５日まで

(ア) 原告は，平成１１年１２月２０日，ようやく被告から就労を許可

され，上記期間中，工場勤務に従事したが，被告に対し，本件協約９

８条若しくは民法５３６条２項に基づき，本件事故前３か月間の平均

賃金である１日当たり１万２１０５円に基づく賃金請求権を有する。

(イ) その根拠は以下のとおりである。

ａ 本件協約９８条

上記イ(イ)ａに同じ。

ｂ 民法５３６条２項

被告は，上記ウ(イ)ｂ(ｂ)のとおり，いったんは原告に対し復職

命令を発したにもかかわらず，原告がこれに応じて乗務しようとす

るとこれを拒否したのであるから，原告は，工場勤務を行っていた

上記期間中も，被告の責に帰すべき事由により乗務できなかったも

のである。

よって，原告は，民法５３６条２項により，乗務によって得てい

た従前の賃金額と同額の賃金請求権を失わない。

オ 請求金額（賃金請求権について算定）

(ア) 平成１１年７月１６日から同年１２月２６日まで（ただし，同年

１１月５日から同年１２月１３日までの間を除く ）。

， ，原告の平均賃金は１日当たり１万２１０５円であったから 原告は

平成１１年７月１６日から同年１０月１５日まで，同月１６日から１

１月４日，同年１２月１４日から同月２６日まで，以上合計１２３日

間について，本件事故がなければ，原告は下記計算式のとおり１４８

万８９１５円の賃金を得ることができた。
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１万２１０５円×１２３日＝１４８万８９１５円

原告は，この期間の賃金として，被告から合計８８万８０００円を

受領しているから，未払賃金は６０万０９１５円である。

(イ) 平成１１年１２月２７日から平成１２年４月１５日まで

平成１１年１２月２７日から平成１２年４月１５日までの１２１日

間，原告は被告から工場勤務を命じられ，工場において勤務に従事し

賃金を受領したが，その額は従前の賃金より少なかった。上記エのと

おり，被告は原告に対し，賃金全額を支払うべき義務を負っているか

ら，未払賃金額は以下の計算式のとおり，８５万４４８１円である。

１万２１０５円×１２１日－（１１万１７６８円（被告が支払った

１月分賃金）＋１６万６１５２円（同２月分）＋１６万６１５２円

（同３月分）＋１６万６１５２円（同４月分 ）＝８５万４４８１）

円

(ウ) よって，原告は，被告に対し，上記合計１４５万５３９６円の未

払賃金請求権を有する。

（被告）

ア 本件協約９８条に基づく請求について

(ア) 本件協約は，被告と一組との間の労働協約であり，被告と三組との

間に労働協約は締結されていない。また，被告が本件協約を三組との間

に準用している事実もない。

よって，本件協約が三組の構成員である原告に適用されるとする原告

の主張は前提を欠き，失当である。

(イ) 仮に本件協約が原告に適用されるとしても，同協約９８条２項は，

同条１項の職場復帰を受けての規定であり，同協約９６条との対比にお

いても，職場復帰後の取扱いを定めたものであって療養中の労働者の取

扱いを定めたものではないことは明らかである。また，症状固定後，職
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場復帰し労務を提供すれば賃金請求権があることは当然であるのに対

し，療養中は労務の提供がないのであるから，賃金請求権はなく，療養

中と療養後の取扱を区別することには合理的な理由がある。

そして，原告が就労可能になったのは，下記イのとおり平成１２年４

月１６日であるから，それ以前の療養期間について，本件協約９８条が

原告の賃金請求の根拠となる余地はない。

イ 民法５３６条２項に基づく請求について

(ア) 事務職就業申入れの拒否とされる点について

原告は乗務員として採用されたのであり，事務職就業を申し入れても

債務の本旨に従った労務提供の申出と評価することはできない。

被告は，平成１１年１１月４日本件不支給決定が届いたことを受け，

同月２５日原告に対し，同月４日付けで被告川崎第２営業所に復帰を命

じ，併せて乗務が可能である旨の医師の診断書の提出を求めることとし

たが，原告から診断書の提出はなかった。その後，原告は被告に対し，

平成１２年３月８日付け診断書を提出したが，その内容は運転に適さな

いというものであり，同月２８日付けの診断書は，現状でタクシー乗務

ができるかどうか分からないというものであったため，被告は原告に対

， ， ，し 添乗員を同乗させての乗務を実施し その結果乗務可能と判断して

同年４月１６日から乗務に復帰させた。

以上のとおり，原告は平成１２年４月１５日以前には債務の本旨に従

った履行の申出を行っておらず，履行できる状態にもなかったのである

から，被告の受領拒絶を前提とする原告の主張は失当である。

(イ) 休職命令について

原告は，本件事故に遭遇し被告から休職を命じられた時点では乗務不

可能な状態であったのであるから，被告が休職命令を発することに何ら

問題はなかった。
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その後，被告は，本件不支給決定の，原告が同年８月３１日付けで症

状固定したとする労働基準監督署長の判断を受けて，上記のとおり同年

１１月４日付けで原告に対し復職を命じたにもかかわらず，原告は乗務

が可能であるとの申出も診断書の提出もしなかった。さらに，平成１２

年３月８日時点でも上記のとおり「乗務は不適」との医師の診断を受け

ていたのであるから，原告が乗務可能になったのは，同年４月１６日以

降である。

ウ 労働基準法２６条に基づく請求について

原告の休業は，使用者である被告に責任のないものであるから，被告が

原告に対し休業手当を支払う義務はない。

エ 同法７６条に基づく請求について

同法８４条により，労災保険法が適用されるべき時には，使用者は労働

基準法上の災害補償責任を免れるのであるから，結局，労災保険に加入し

ている事業主はすべて労働基準法上の補償責任を負わないこととなる。し

たがって，被告は原告に対し同法７６条に基づく責任を負うことはない。

オ 原告は，平成１１年７月１６日から平成１２年４月１５日までの間，乗

務員としては就労できない状態であり，平成１１年１１月４日までは事務

職就業の申出さえもなく，同年７月１６日から平成１１年１１月４日まで

及び同年１２月１４日から同月２６日までの間は就労しなかったのである

， ， 。 ，から これらの期間については 賃金請求権が発生する余地はない また

被告は，原告が乗務できないことから，恩恵的に，同月２７日から平成１

２年４月１５日まで本来原告の業務ではない内勤を命じたが，原告が当該

業務に従事した分の賃金は支払われている。したがって，被告には，原告

に対する未払賃金は存在しない。

( ) 争点( )（年休の取得に関する損害賠償請求権の有無）について2 2

（原告）



- 15 -

ア 原告は，平成１１年１１月１５日，同月５日から同年１２月１３日まで

４０日間の年休を申請し年休を取得したが，これは，上記( )のとおり，1

被告が原告の就労申入れを拒否し，乗務も事務職就業もさせようとしなか

ったため，就労できない状態にあったところ，これを被告から無断欠勤と

いわれ解雇されることを防ぐためであった。

イ 原告は，本来ならば取得しなくてもよい年休を取得せざるを得ず，その

結果，４０日分の年休が消滅したのであるから，原告は，下記の計算式の

とおり，５０万９２００円の損害を被った。

１万２７３０円（健保日額＋１４００円）×４０日＝５０万９２００

円

ウ 以上のとおり，原告は被告に対し，不法行為に基づき，５０万９２００

円の損害賠償請求権を有する。

（被告）

原告は，自ら年休の取得を希望しており，被告は，原告からの年休取得

の申請を申請どおり認め，所定の賃金を支払ったのであるから，原告に損

害は発生していない。なお，原告が上記期間に取得した年休の日数は３４

日である。

( ) 争点( )（本件事故の示談交渉に関する慰謝料請求権の有無）について3 3

（原告）

ア 被告は，その従業員が業務中に起こした交通事故については，従業員本

人による相手方との示談交渉を禁じ，被告が当該従業員から委任を受け，

事故の相手方あるいは保険会社との交渉を行うことになっている。従業員

による示談交渉禁止及び被告への交渉委任は，被告において制度となって

おり，被告と従業員との労働契約の内容となっているものである。

本件事故は，相手方であるＡの過失によるものであり原告は被害者であ

ったところ，被告は，原告のためにＡあるいはＡの保険会社であるＢ株式
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会社（以下「Ｂ」という ）と交渉して，原告のために損害賠償金を獲得。

する義務があるにもかかわらず，本件事故の処理を放置し，平成１１年１

２月３日，Ｂの担当者から原告の損害賠償請求権が時効消滅したとの告知

を受けながら，これを原告に連絡することもしなかった。

Ａ及びＢが時効消滅を主張して任意に損害を賠償しないことから，原告

は，平成１３年２月２４日東京地方裁判所に対し，Ａ及びＢを被告とする

損害賠償請求訴訟（以下「別件訴訟」という ）を提起せざるを得なくな。

り，当該訴訟においても消滅時効を主張されるという無用な負担を被って

いる。

イ 原告は，被告の不作為により，Ａ及びＢから本件事故により生じた損害

賠償請求権の消滅時効を主張されて支払を拒否され，別件訴訟を提起せざ

るを得なくなるという損害を被ったのであるから，被告に対し，労働契約

又は委任契約違反に基づく損害賠償請求権を有するところ，このような負

担を被ったことによる慰謝料は１００万円を下らない。

ウ なお，被告は，物損は被告が交渉し，人身損害は従業員が個人で示談交

渉を行うことにしている，事故の責任がどちらにあるかで被告の対応は異

なる，あるいは，従業員に対して禁じているのは事故現場での交渉だけで

ありその後の交渉は禁じていない旨主張するが，いずれも全く事実に反す

る。

エ よって，原告は被告に対し，労働契約又は委任契約違反に基づき１００

万円の損害賠償請求権を有する。

（被告）

ア 被告が原告から本件事故に関する示談交渉の委任を受けたことはなく，

被告が原告に対し当該示談交渉を行う旨述べたこともない。

イ 被告は，従業員に対し，交通事故が発生した場合には，現場で独断で示

談交渉をしないよう指導しており，事故発生の場合は所属する営業所に連
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絡するよう指導している。

， ， 。営業所では 事故の連絡を受けると 運転手等から事故状況を確認する

このとき，相手が過失を認めている場合には，営業所の担当者において保

険会社に連絡し，被告の被った物損について請求する旨伝える。また，被

告の乗務員が受傷している場合は，保険会社から状況について被告に問い

合わせがあるので，適宜必要な情報を提供したり，必要書類の記入に協力

したりするが，乗務員が被った人身損害の処理については，乗務員自身が

判断することであり，被告は関知しない。ただし，乗務員から依頼があれ

ば示談交渉の席に立ち会ったり必要書類を整えたりするし，被告担当者の

好意からそのような対応をすることもあるが，あくまでも示談交渉の当事

者は乗務員本人である。

他方，被告の乗務員に過失があり，被告に使用者責任が発生する可能性

のあるものについては，被告の営業所ではなく本社の事故係が扱うが，こ

の場合でも，被告が取り扱うのは，被告が被った物損及び被告が負担する

可能性のある使用者責任についてであり，乗務員が被った人身損害につい

て交渉をすることはない。

なお，被告は 「事故発生時の措置」と題する小冊子を被告の乗務員に，

配布しているが，これは，事故発生時に被告乗務員が動転し，事故の相手

方の要求に対し，乗務員の過失の有無にかかわらず修理代を負担する等安

易な約束をし，その結果被告が損害賠償責任を負担しかねない事態が発生

していたこと，また，被告が乗務員に対して行った安全講習会の席上，乗

務員から，事故の際何をすればいいのか分からないという声があったこと

から作成したものであり，被告が加害者として使用者責任を負担するよう

な場合を想定して作ったものであって，乗務員が被害者として自身の示談

交渉を行うことを禁じたものではない。また，同冊子で注意を喚起してい

るのは，事故現場における示談交渉のみである。
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( ) 争点( )（立替金返還請求権の有無）について4 4

（被告）

ア 原告は，本件事故後休業し，労災保険法により休業補償給付を受給して

， ， ，いたところ 同給付は 申請からその支給までに相当の時間を要するため

被告は原告のために，同給付相当額を立て替えて先に支払い，給付があっ

たときに返還を受けていた。

被告は原告に対し，平成１１年７月１６日から同年１０月１５日までの

， ， ，休業補償給付相当額として 合計８８万８０００円を支払ったが 原告は

休業補償給付として，同年１１月２日付けで，同年７月１６日から同年８

月１５日までの分として１３万５５７６円，同月１６日から同月３１日ま

での分として６万７７８８円のみ支給を受け，同年９月１日以降の休業補

償給付は支給しないとの決定（本件不支給決定）を受けた。そして，原告

は，支給があった上記合計２０万３３６４円のみ被告に返還した。

イ 被告は，同年１１月２５日，原告に対し書面をもって立替金残額６８万

４６３６円の返還を求めたが，原告はこれを返還しない。

よって，被告は原告に対し，６８万４６３６円の立替金返還請求権を有

する。

（原告）

被告が原告に支払った上記８８万８０００円は立替金ではなく，被告が原

告に対して当然支払うべき賃金あるいは休業補償 休業手当であったから 上， （

記( )参照 ，原告に返還義務はない。1 ）

第３ 当裁判所の判断

１ 本件事故後の事実経過

争いのない事実等，証拠（甲１ないし７，甲８の１ないし３，甲８の５，甲

９，１０，１５，１６，甲１７の１，２，甲１８ないし２０，甲３３，甲３５

ないし４１，甲４６，４８，乙１ないし１０，乙１１の１ないし３，乙１２な
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いし１６，乙２０，２２，証人Ｃ，原告本人）及び弁論の全趣旨によれば，以

下の事実が認められる。

( ) 被告は，神奈川県下の大手のタクシー・ハイヤー事業者であって，横浜1

市＜以下略＞所在の本社のほか，川崎，井土ヶ谷，磯子等に営業所を有して

いる。このうち川崎営業所は，ハイヤー乗務員が所属する第１営業所とタク

シー乗務員が所属する第２営業所に別れ，原告は後者の配置である。

原告は，昭和６１年１月タクシー乗務員として被告に雇用され，その後本

件事故時まで一貫してタクシー乗務員として勤務している。なお，原告は，

雇用に当たり，乗務員として雇用されたことを前提としてタクシー業務に関

する遵守事項を明記した誓約書を作成し，これを被告に差し入れている。

( ) 被告には，数十年前に結成された一組及びその後設立された二組が存在2

しており，さらに，平成８年４月１日，原告らが中心となって三組が設立さ

れた。

一組と被告の間には以前から本件協約が締結されていたが，二組及び三組

との間には労働協約が締結されていなかったところ，被告は，平成１３年９

月１４日，一組との間で新しい労働協約を締結し，同年１０月１７日，二組

との間でも労働協約を締結した。しかし，三組との間では，同組合が労働協

約締結を申し入れるものの，その前提として被告と一組とのユニオンショッ

プ協定破棄を求めることなどから交渉がまとまらず，現在に至るまで労働協

約の締結に至っていない。

( ) 原告は，平成７年９月２７日，タクシー乗務中，川崎市＜以下略＞にお3

いて，路外から片側２車線の国道に右折進入しようとしたところ，当該国道

を右方向から直進してきたＡ運転自動車によって原告運転の自動車（タクシ

ー車）の右側面に衝突された（本件事故 。この事故により，原告は，頸椎）

捻挫並びに右肩及び左下腿挫傷の傷害を負ってタクシー乗務をすることがで

きなくなったため，その日から欠勤し，そのまま欠勤が続いたため，被告は
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原告に対し就業規則に基づき休職を命じた。

( ) 原告は，本件事故直後，被告川崎第２営業所に連絡した。同営業所の交4

通事故担当者は，原告が運転していた被告所有自動車が損傷していたこと，

Ａが事故原因は原告にある旨主張し，被告が原告の使用者としてＡに対し損

害賠償責任を負う可能性があったことから，その後，原告と共に，Ａの交渉

の窓口であるＢ（Ａ締結の自動車対人損害賠償責任保険契約の保険会社であ

る ）と交渉を始めたが，事故発生の責任についての双方の言い分が全く異。

なり，早期解決は望めそうになかった。他方，原告は，本件事故により上記

( )の傷害を負い，休業して収入もなかったため，治療費，生活費等を早期3

に得るためにはＡとの示談交渉を進めるよりも労災保険法上の手続を行うほ

うがよいと考え，被告の協力を得て川崎南労働基準監督署長に対し同法によ

る療養給付及び休業補償給付を申請し，支給決定を得た。

原告は，休業補償給付を受給できるようになり当面生活に困らなくなった

ため，Ａ側との示談交渉に対する熱意をなくしたが，被告の方は，被告自動

車の物損について原告よりも先に交渉を進めると，そこでの過失割合の合意

が原告の行う人身損害についての交渉に影響を与えるおそれがあること，被

告自動車の修理費見積額が９万６５４２円と比較的軽微だったこと，川崎営

業所は自動車修理工場を有しそこで事故車の修理をすることができたこと，

事故態様について争いがあり示談交渉の難航が予想されたことから，Ａ側が

被告に対する損害賠償請求をしないのであれば，被告もＡに物損の賠償請求

をしなくてもよいと考えて，被告の物損についてもそれ以上積極的な交渉を

しなかった。Ａ側からも，Ｂが平成１０年７月７日，損害は各自負担でどう

かとの提案をして以降連絡がなくなった（以上の事情からすると，被告とＡ

との間には，このころ，それぞれの損害は各自負担とするとの黙示の合意が

成立したものと考えられる 。。）

( ) 原告は，上記( )の傷害についてＤの医師Ｅ（以下「Ｅ医師」という ）5 3 。
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から治療を受けて休業を継続し，療養給付及び休業補償給付の受給を続けて

いたが，川崎南労働基準監督署長は，本件事故後約４年が経過した平成１１

年１１月２日，本件事故による傷病による症状は以前から一定しており，同

年８月３１日に症状固定となったと認められるとして，同年９月１日以降の

療養給付及び休業補償給付を全部不支給とし，同年７月１６日から同年８月

３１日までの休業補償給付については，実際に通院した２１日間分のみ療養

のために休業する日と認めて休業補償給付を支給する旨の決定（本件不支給

） 。 ， 。決定 をした 同決定は 同年１１月４日原告及び被告にそれぞれ到達した

( ) 被告は，同決定を受けて，就業規則６０条１号ただし書に基づき，原告6

に対して復職を命じることにし 「川崎第２営業所勤務を命じる 」旨，復， 。

職を命じる同日付け辞令書を用意し，原告を呼び出したが，原告が呼出しに

応じなかったため，当該辞令書を交付することができなかった。

他方，原告は，本件不支給決定を受け取ったが，本件事故による頸部の運

動制限や肩及び手のしびれが残っていることを理由に更に休業を続けるつも

りでおり，同月６日，被告総務部人事課のＦ課長（以下「Ｆ」という ）に。

電話をかけ，本件不支給決定は不当だと思うが，金は必要であるとして，Ａ

との示談交渉はどうなっているのか等を問い合わせた。Ｆは，交通事故の対

応は各営業所が行っているから本社の人事課では分からない，川崎第２営業

， （ 「 」 。）所で聞けばよい旨答えたため 原告は同営業所のＧ所長 以下 Ｇ という

に対し，Ａとの示談交渉について問い合わせたが，被告は，原告の人身損害

についてはそもそも交渉しておらず，被告とＡとの関係は損害は各自の負担

とすることで解決済みと認識していたため，Ｇは，別に交渉はしていない等

と答えた。原告は，同月８日再びＦに電話をかけ，休業補償給付が打ち切ら

れても被告が原告に金を払ってくれるのだろう等と尋ねたところ，Ｆの返答

が，今後は就労しなければ賃金は支払えないというものであった。

そこで原告は，被告が原告に対する同月４日付け復職辞令を用意している
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， 。 ，ことを知ったこともあって 今後の対応をＨ弁護士に相談した 同弁護士は

同月１６日被告に対し，三組の代理人として 「原告の事務職就業につき話，

合いの機会を設けてほしい。原告の交通事故の処置についても協力を願いた

い 」旨の内容証明郵便を送付した。また，原告は，同月１５日，現在原告。

が持っている年休４０日をすべて使用するので，上記復職命令の日付である

同月４日から同年１２月１５日まで年休を取得したい旨書面を郵送して申し

入れたが，被告からの呼出しに対しては応じなかった。

被告は，上記内容証明郵便及び年休取得の申入れを受け取ったが，まず原

告本人と会って原告の健康状態について現状を確認し，上記復職辞令を交付

する必要があると考え，同月２５日に被告本社へ来るよう原告に再度連絡を

取った。

( ) 原告は，同日三組書記長Ｉと共に被告本社へ赴き，被告総務部長Ｃ及び7

Ｆと面談した。

Ｃは，原告に対し，上記復職辞令書を手交し，原告が今後復職についてど

のように考えているのかを尋ねた。これに対し，原告は，頸部の運動制限や

手のしびれ感があるので乗務はできない，今後労災保険法の障害補償給付申

請をする積もりである，当面は先日通知したとおり年休を使用する等と述べ

たため，Ｃが，乗務ができないということであれば職場復帰はできない，乗

務するのであれば乗務可能である旨の診断書の提出が必要である，就労しな

い以上被告は賃金を支払わない，年休の取得は，復職辞令の交付が結果的に

遅くなったという事情もあるので申請どおり認める，ただし，被告が原告に

対して支払った立替金のうち休業補償給付が不支給になった部分を返還して

ほしいと答えた。

( ) その後被告は，原告の申請どおり，同年１１月４日から同年１２月１５8

， 。 ， ，日までの年休取得を認め 当該年休分の賃金を支払った なお 原告は当初

労働日以外の日をも年休指定日として申請していたが，その後，労働日に当
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たらない６日分について年休日としない扱いとすることを求め，被告も，平

成１２年３月９日付けでそのように改めた。

( ) 他方，原告は，同年１２月初めころ川崎第２営業所のＧに対し，年休が9

明けたら職場に復帰したいとの連絡をし，Ｇに，Ｅ医師作成の同年１１月１

２日付け診断書（以下「Ｅ診断書①」という ）を示した。Ｇは，休職期間。

中本社預かりになっていた原告が症状固定により同営業所に復帰するという

ことは，当然乗務が可能になったものと考え，Ｅ診断書①の記載が 「病名，

， 。 。 ， ，頸椎捻挫 右肩・左下腿挫傷 平成７年９月２７日受傷来院 安静 投薬

リハビリにて通院してきました。頸部の運動制限，肩，手のしびれ感が残留

するので，事務的の仕事が望ましい 」となっており，タクシー乗務が不可。

能であるとは書かれていなかったこと，原告もＧに対しタクシー乗務をする

ことができないとは言わなかったこともあって，原告の年休が終わった同年

１２月１６日から原告を乗務させる用意をしていた。

その後，このことをＧから聞いたＣは，原告が上記面談の際手がしびれる

などの症状がありタクシーに乗務できる状態ではない旨述べており，乗務可

能である旨の診断書の提出を求められているにもかかわらずこれを提出して

いなかったことから，乗務が可能である旨の医師の診断書を得ないで原告を

乗務させるのは危険であると考え，Ｇに対し，乗務可能である旨の診断書が

提出されれば原告を乗務させてもよいが，そうでなければ危険なので乗務さ

せてはならない旨伝えた。

そこで，Ｇは原告に連絡し，乗務をすることができる旨の診断書の提出を

求め，その提出があれば乗務させる旨伝えたが，原告は，乗務が可能である

旨の診断書もＥ診断書①も提出しないまま，乗務開始日とされていた同月１

６日，所用のため出勤しない旨被告に連絡して欠勤した。

( ) 原告は，同月２７日川崎第２営業所へ出勤したが，乗務の可否を示す診10

断書を提出しなかったため，Ｇは，原告を乗務させることができず，事務職
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として勤務させることも適当でないと考えられたため，一時的な措置として

原告に同営業所内の清掃や同営業所にある自動車修理工場での作業（内勤）

をさせることにし，当該作業の対価として１か月当たり１６万６１５２円の

賃金を原告に支払うこととした。

原告は，当初電車で通勤していたが，その後，自家用車を運転して通勤す

るようになった。

( ) 原告は，同月１１日ころ，川崎南労働基準監督署長に対し，障害補償給11

付の申請をし，同監督署長は，平成１２年２月８日，原告の後遺障害が労災

保険法施行規則別表第 障害等級表の１４級９号に該当するとして，障害補1

償一時金及び特別支給金の支給決定をした。

( ) その後，被告は，原告が内勤を続けたまま，乗務の可否について何ら申12

出をしないことから，同月２９日原告に対し，Ｃ名義で「被告としてもこの

ままの状態を放置することはできないので，乗務可能かどうか意見を聞かせ

てほしい。健康状態を明らかにすることのできる診断書も併せて提出してほ

しい。同年３月７日までに回答してほしい」旨の「お尋ね」と題する書面を

送付したが，原告がこれに応答しなかったため，同月１５日，再度「 お尋「

ね」について回答を求めているが何らの返事がない。被告としてもこのまま

の状態を放置することはできないので，一度本社に来ることのできる日を連

絡してほしい 」旨の書面を送付した。。

原告は同月８日 「病名 頸椎捻挫，右肩・左下腿挫傷。症状経過意見，

装具固定，安静，投薬，リハビリ。両手３，４指のしびれ感，頸部の運動制

限，下肢痛，肩の痛みにて，平成１１年１１月症状固定となりました。治療

方法及び方針 リハビリの通院加療により症状が少し改善されているので，

引き続き通院加療を要する。就業可否の意見 頸部の運動制限，手のしびれ

感あり，運転は不適と思います 」旨記載されたＥ医師作成の同日付け診断。

・意見書（以下「Ｅ診断書②」という ）を取得し，被告に提出した。。
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また，原告は，同月２１日，Ｉ及びＨ弁護士と共に被告本社を訪れて被告

のＪ課長（以下「Ｊ」という ）と面談し，本件事故の具体的事実関係，Ａ。

及びＢとの交渉の状況，原告の事務職就業の件等について質問した。Ｊは，

被告が関与した限りでの交渉状況等を説明したほか（その際，Ｊは，判明し

ている事実関係から考えて原告がＡに対して損害賠償請求訴訟を起こしても

無駄になるかもしれないとの見通しを述べた ，原告の乗務について，原。）

告は長期間通院及び休業を続けており，本人が乗務可能と申告したからとい

って何の裏付けもなく乗務させると，今後事故等が起きたとき被告が無理矢

理乗務させたという話にもなるので，乗務が可能であることが客観的に裏付

けられない限りとても乗務させることはできないとの被告の立場を説明し

た。

( ) 被告は，Ｅ診断書②及び同月２１日の上記面談によっても，原告が乗務13

可能かどうか判断することができないと考えたため，原告に対し被告の産業

医であるα病院で診断を受けるよう求め，原告は，同月２７日α病院の医師

Ｋ（以下「Ｋ医師」という ）の診断を受け，同医師は，被告の要請により。

原告がタクシーに乗務できるか否かについて検討を行った。

同医師は 「現在の状態 ① 自覚症状 長時間同じ姿勢をとっていると，

頭痛，頸肩痛がある。雨降りの前に左膝，左足関節痛がある，両手のしびれ

が続いている，両手の握力減弱がある，握力右手２７キログラム，左手２８

キログラム。② 他覚症状 頸の運動 前屈０～６０，後屈０～４５，回転

左旋０～６０，右旋０～６５，側屈左屈０～４５，右屈０～５０。左側にや

や運動制限あり。③ エックス線所見 第５，６頸椎変形あり。意見 現在

の状態でタクシー運転業務ができるかどうかの問題は正直のところ分からな

い。よく話合いの上，試乗等を続けた上でできるかできないかを決定すべき

だと思う 」旨の同月２８日付け診断書（以下「Ｋ診断書」という ）を作。 。

成し，被告に提出した。
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( ) 被告は，Ｋ診断書を受け，同年４月１日原告を本社に呼び，Ｃ及びＦが14

応対した。原告は，現在の状態では乗務できないので，状態が改善するまで

事務職等として勤務したいと繰り返すのみで，いつ乗務することができるか

について何ら申し述べなかったため，Ｃは，原告の傷害は労働基準監督署長

から症状固定と判断されている，それにもかかわらずこれ以上改善すると言

い，それがいつになるか分からないのであれば，原告はタクシー乗務員とし

て採用されたのであり，最近の不況で被告の業績もよくなく，事務職のリス

， ，トラも考えている状況であるから 原告を事務職に就けることは考えられず

結局原告を雇用しておけないことになると述べた。

被告は，同月３日原告に対し，同月５日から同月１５日までの間を試乗期

間とし，添乗員同乗により乗務することを命じる旨の書面を交付し，これに

， ， ， 。 ，より 原告は 同月５日 ７日等３日間タクシー業務の試乗を行った なお

被告は，Ｌら労働組合の役員等を添乗員として原告に同乗させ，Ｌら添乗員

は，原告の運転に問題はない旨被告に報告した。

この試乗の結果を受け，被告は，同月１３日原告に対し 「被告は，原告，

の健康状態は乗務に耐えられると判断する。ついては，同月１６日から通常

の乗務に復帰するよう通知する。しかし，原告においてなお乗務することが

困難であると考えているならば，乗務を強制することはしないので，その旨

被告に申し出るように。なお，原告は乗務員として採用されたので，乗務以

外の職務を認めることはできず，乗務できない状態で出社しても勤務とは認

められない 」旨の通知を書面で行った。。

( ) 原告は，同月１６日タクシー乗務に復帰し，現在もタクシー乗務を続け15

ている。

以上の事実が認められる。なお，甲第１０号証，第４１号証，第４６号証及

び原告本人尋問の結果中上記認定に反する部分は，乙第２０号証及び証人Ｃの

証言に照らし，採用することができない。
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２ 争点( )（賃金，休業手当ないし休業補償請求権の有無）について1

( ) 本件協約に基づく請求について1

ア 本件協約は被告と一組との間で締結されたものであり，被告と三組の間

では労働協約は締結されておらず，三組は被告に対し，労働協約締結を申

し入れ，被告もこれに応じて交渉を行っていること，しかし，三組側が労

働協約締結の前提として被告に対し一組との間のユニオンショップ協定の

破棄などを求め，このため前提問題をめぐって交渉がまとまらず，合意に

達せず締結に至っていないことは，上記認定のとおりである。

このような事情の下においては，たとい一組の組合員数が被告従業員中

原告主張の多数を占めるという事実があったとしても，本件協約が，一組

とは別個の労働組合である三組の組合員である原告に適用されると解する

ことは困難というべきであるが，これをさておくとしても，本件協約９８

条の規定を，業務上の傷病を負った労働者が就労していない場合でも，被

告がその労働者に対して当該傷病を負う以前と同額の賃金を支払う義務を

負うものとする趣旨に解することは文言上到底できないというべきである

から，この点でも，原告の主張は採用することができない。

なお，証拠（証人Ｃ）及び弁論の全趣旨によると，被告においては，本

件協約を二組及び三組にも準用するとの言い方をすることもあることが認

められるが，ここでいう「準用」とは，本件協約の内容のうち，被告が一

組の組合員と二組及び三組の組合員との間で扱いが区々になると不都合な

ものについて，本件協約と同じ内容を個別の雇用契約の内容とするとの取

扱いをすることを指していることが明らかであり，被告が，平成１３年１

０月１７日二組との間で労働協約を締結していることに照らしても，本件

協約を被告と二組や三組との間に推し及ぼす取扱いが一般的に存在するこ

とを認めることはできない。

イ よって，本件協約９８条に基づく原告の請求はその前提を欠き，その余
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の点について判断するまでもなく失当である。

( ) 民法５３６条２項に基づく請求について2

ア 上記認定事実によれば，原告は，乗務員として採用され，その後本件事

故まで一貫して乗務員として稼働していたもので，本件雇用契約上職種が

乗務員に限定されていたものということができる。

そして，労働者が雇用契約上その職種を限定されている場合は，雇用契

約に基づく債務の本旨に従った履行の提供とは，原則として当該職種の業

務に関してであり，ただ，現実に配置可能な他職種の業務が存在し，会社

の経営上もその業務を担当させることに大きな困難がないときは，例外的

に他職種の業務への労務提供が債務の本旨に従った履行の提供に当たらな

いとはいえない場合もあるというべきである。

イ そこで，本件において，原告が本件雇用契約に基づく債務の本旨に従っ

た履行の提供をしたものと評価できるか否かについて検討する。

(ア) 平成１１年７月１６日から同年１１月３日まで

原告が，この期間中，乗務員としての就労申入れも他の業務の就労申

入れもしていないことは上記認定のとおりである。

， ， ，もっとも 原告は被告から休職を命じられていたが 当該休職命令は

この期間中に原告から就労申入れがされたことに対して発令されたもの

ではなく，本件事故後数か月程度の時期に発令されたものが，原告から

の就労申入れがないまま効力を有し続けていたものであり，上記認定の

とおり，原告は，川崎南労働基準監督署長に対し，平成１１年１０月１

５日分まで労災保険法の休業補償給付を申請し続け，同年１１月４日に

到達した本件不支給決定までは支給決定がされ，Ｅ医師の治療を受け続

けていたというのであるから，この期間中に，原告からの就労申入れが

ないにもかかわらず被告に復職命令の可否を検討することを期待するこ

とは困難であり，被告が休職命令を継続していたのもやむを得ないとい
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うべきである。

また，上記認定のとおり，原告は，同日以前に復職を申し入れたこと

はなく，同月６日及び同月８日Ｆに電話をかけた際にも，復職の意思を

全く示さず，原告に障害が残っている限り被告は原告に対し賃金を支払

い続けるべきである旨主張しているのであるから，原告には，同月３日

までの間，被告からの休職命令の有無を問わず就労する意思がなかった

ものと認められる。

そうとすれば，この期間中，原告が本件雇用契約に基づく債務の本旨

に従った履行の提供をしたということはできない。

(イ) 同年１２月１６日から同月２６日まで

ａ 上記１で認定したとおり，原告は，同年１２月初めころ，Ｇに対し

， ，て乗務を申し出 いったんは同月１６日から乗務することになったが

その後，被告が，乗務可能である旨の医師の診断書提出を求めたにも

かかわらず，同日までに原告が診断書を提出しなかったため，被告は

原告の乗務を許可しなかったものである。

ところで，タクシー乗務は一人乗務員の安全のみならず，乗客や，

道路を通行する一般車両及び一般人の安全にかかわる仕事であるか

ら，被告としては，健康上の理由により安全運転ができない者を乗務

させることは到底できないというべきところ，原告の休職は本件事故

直後から４年以上の長期にわたっていた上，原告は同年１１月２５日

Ｃらに対して，頸部の運動制限や手のしびれ感等を理由に乗務するこ

とができる状態ではないと訴えていたのであるから，乗務が可能であ

るとの診断書の提出がなければ乗務させられないとして，診断書を提

出しない原告の乗務を拒んだ被告の態度には理由があると考えられ

る。

このような事情の下で，原告が本件雇用契約に基づく債務の本旨に
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従った履行を提供したといえるためには，タクシー乗務の意思を示す

だけでは足りず，乗務が可能であることを客観的に裏付ける資料を併

。 ， ，せて提出することも求められるというべきである ところが 原告は

乗務が可能である旨の診断書をこの期間内に提出しなかったのである

から，債務の本旨に従った履行の提供をしたものということはできな

い。

ｂ また，原告は，同月１６日付けのＨ弁護士から被告にあてた内容証

明郵便や同月２５日のＣらとの面談の中で，事務職に就きたい旨申し

入れたのに対し，被告はこれを認めなかったものである。

しかし，上記のとおり原告は本件雇用契約上職種が乗務員に限定さ

れているのであるから，それ以外の職種である事務職への就労申入れ

は原則として債務の本旨に従った履行の提供と評価することはできな

い。また，証拠（乙２０，証人Ｃ）及び弁論の全趣旨によると，この

当時原告を事務職に配置転換する業務上の必要性はなく，また，被告

からの再三の求めにもかかわらず原告が事故の健康状態を示す医師の

診断書を提出しないため，乗務員として乗務できないのか否かが被告

に不明であり，事務職への配置転換を検討する前提がなかったことが

認められるから，このような事情の下では，原告が事務職としての就

労を希望したことが，債務の本旨に従った履行の提供であると評価で

きる特段の事情があるということはできない。

(ウ) 同年１２月２７日から平成１２年４月１５日まで

ａ この期間中，原告が川崎第２営業所内にある工場等での内勤業務に

従事していたのであるが，原告は本件雇用契約上職種を乗務員に限定

されているのであるから，上記工場等勤務は，平成１１年１２月２７

日川崎第２営業所に出勤した原告から乗務が可能である旨の医師の診

断書の提出がなかったため，原告を乗務させることができず，一時的
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な措置として命じたものであることは，上記認定のとおりである。

また，被告は，原告が「運転は不適」との内容のＥ診断書②を提出

した後，更に被告の産業医であるＫ医師の診断と添乗員を同乗させた

試乗を求めたが，原告はこのころまでに川崎第２営業所の工場まで自

家用車を自ら運転して通勤するようになっていたこと，原告が本件雇

用契約上乗務員として職種が限定されている以上，原告が本当に乗務

できない状態であるのかどうかを明らかにしなければ原告の今後の処

遇を決めることができないとした被告の判断が不当であるとはいえな

いことを合わせ考えると，被告が原告に対し，Ｋ医師の診察と試乗を

要求したことには正当な理由があるというべきであるから，原告がＥ

診断書②を提出したことをもって債務の本旨に従った履行の提供とい

うことはできない。

ｂ そうとすれば，結局，この期間中，原告が本件雇用契約に基づく債

務の本旨に従った履行の提供をしたということはできない。

また，被告は原告に対し，現実に従事した工場等勤務の対価として

１か月当たり１６万６１５２円の賃金を支払ったことは上記認定のと

おりであり，当該業務の対価としてそれ以上の賃金請求権の発生を根

拠づける事実についての主張及び立証はない。

(エ) 以上のとおりであるから，民法５３６条２項に基づく原告の本件賃

金請求は，その余の点について判断するまでもなく失当である。

( ) 労働基準法２６条に基づく請求について3

同法２６条は，使用者の責に帰すべき事由による休業の場合，使用者に，

当該休業期間中の休業手当を労働者に支払うことを命じているが，本件原告

は，平成１１年７月１６日から同年１１月３日まで及び同年１２月１６日か

ら同月２６日までの間，自らの意思で就労しなかっことは上記認定のとおり

であるから，使用者の責に帰すべき事由による休業ということはできない。
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以上のとおりであるから，同法２６条に基づく原告の本件賃金請求は，そ

の余の点について判断するまでもなく失当である。

( ) 同法７６条に基づく請求について4

労働基準法７６条１項は，労働者が業務上負傷し，その療養のため労働す

ることができないときは，使用者は労働者の療養中休業補償を行わなければ

ならない旨定めている。

ところで，労災保険法に基づく労働者災害補償保険制度は，労働基準法に

よる災害補償制度から直接派生したものではなく，両者は労働者の業務上の

災害に対する使用者の補償責任の法理を共通の基盤とし，並行して機能する

独立の制度であることに照らせば，労働者が，労働基準法７６条に定める災

害補償と同一の事由において労災保険法１２条の８第１項２号所定の休業補

償給付を受ける場合については，たとえその支給額が労働基準法７６条所定

の補償額に達しないときであっても，使用者は同法８４条１項により，同法

７６条に基づく災害補償義務の全部を免れると解される。

そうすると，原告が本件事故により労災保険法の休業補償給付を現実に受

給していることは上記認定のとおりであるから，被告は，同法８４条１項に

より，本件事故を原因とする労働基準法７６条に基づく休業補償手当の支払

義務を免れたというべきである。

したがって，同法７６条に基づく原告の請求には理由がない。

３ 争点( )（年休の取得に関する損害賠償請求権の有無）について2

( ) 上記１で認定した事実によれば，原告及び被告は，平成１１年１１月４1

日本件不支給決定をそれぞれ受け取り，被告は，就業規則６０条１号に基づ

きすぐに原告に対する同日付け復職辞令を用意したが，原告が被告からの再

三の呼出しにも応じなかったため，結局同辞令を原告に交付することができ

たのは同月２５日であり，また，原告は，同月１５日ころ，当時有していた

４０日間分の年休をすべて使用するので，同月４日から同年１２月１５日ま
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で４０日間年休を取得したい旨の書面を被告に対して郵便で送付し，同年１

１月２５日にも同様の希望を述べ，被告は，原告の申請どおりの年休取得を

認め，年休取得中所定の賃金を全額支払ったというのである。

( ) 上記１認定の事実，証拠（甲２，５，３９，乙４，５）及び弁論の全趣2

旨によれば，原告は，昭和▲年▲月▲日生まれで平成１１年７月１６日当時

５７歳であったこと，本件事故前，頸椎に傷害を負っており制帽をかぶるこ

ともできなかった旨主張していたこと，川崎南労働基準監督署長は，本件不

支給決定に際し，原告の本件事故により生じた傷害の症状は，症状固定日で

ある同年８月３１日のある程度以前から安定しており，平成１１年７月１６

日から同年８月３１日までの間の休業は，現実に通院した日のみが療養のた

めに休業した日と認められる旨判断していること，原告が平成１１年７月１

６日から平成１２年４月１５日までの間にＥ医師やＫ医師に訴えていた症状

は，頸部の運動制限，手のしびれ感等であり，若干の握力低下及び頸椎の変

形を除いては他覚的所見は乏しかったこと，Ｅ診断書①と同②を比較すると

後者のほうが原告の訴える症状が重いこと，原告は，Ｅ診断書②作成後であ

る同年４月初めに問題なく乗務できることが確かめられており，その後現在

に至るまで乗務を続けていることが認められる。これらの諸事実にかんがみ

ると，少なくとも，本件事故による傷害に関して症状が固定した平成１１年

８月３１日の後の時期においては，本件事故による傷害の療養のため労働す

ることができなかったとは認めるに足りる立証があったということはできな

い。

そうすると，原告は平成１１年１１月４日の時点で客観的に乗務可能な状

態であったといえるのであるから，被告の同日付け復職命令の発令により，

原告には，同日以降就労義務が生じたというべきであるところ，原告は自ら

の意思で同日以降同年１２月１５日まで年休を取得して就労義務を消滅さ

せ，就労することなく所定の賃金を得たものである。なお，原告は当初，上



- 34 -

記期間中の労働日以外の６日間について年休取得を申請し，これを認められ

ていたが，被告は，原告の申出により，平成１２年３月９日付けで当該６日

間について年休権を行使しなかった扱いにしたというのであるから，就労義

務のない日を年休としたという不適切な取扱いは既に正されている。

( ) 以上によれば，年休の取得に関して被告に対して損害賠償請求権を有す3

るとする原告の主張は理由がないというべきである。

４ 争点( )（本件事故の示談交渉に関する慰謝料請求権の有無）について3

( ) 証拠（甲３９，乙１４，１５，２０，証人Ｃ）及び弁論の全趣旨による1

， ，と 被告の従業員が乗務中に交通事故を起こした場合の被告の一般的対応は

以下のとおりであることが認められる。

ア 被告は，乗務員が事故にあった場合，現場での示談は行わず，所属する

営業所に連絡するよう従前から指導している。これは，事故発生直後には

乗務員が動転しており，事故の相手方の要求に対し，乗務員の過失の有無

にかかわらず相手方の損害を賠償する等の安易な約束をしたり，自己の損

害賠償請求権を放棄したりして，被告が結果的に損害賠償責任を負担しな

ければならなくなったり，求償権を行使できなくなったりする事態を避け

るためである。

イ 連絡を受けた被告営業所の事故担当者は乗務員等から事情を聴取する

が，事故の相手方の対応によってその後の取扱いが異なる。

事故の相手方が，事故原因について自己の過失を認めている場合は，営

業所の担当者が相手方の契約している保険会社に連絡し，被告の被った物

。 ， ，損について請求する旨伝える また 被告の乗務員が受傷している場合は

相手方が契約している保険会社から被告に問い合わせがあるので，適宜必

要な情報を提供したり，必要書類の記入に協力したりする。

他方，事故の相手方が，事故原因について被告の乗務員に過失があると

主張している場合は，被告に使用者責任が発生する可能性があり，また，
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事故原因について争いになり交渉が困難になることが予想されるので，被

告本社の事故係がその後の交渉を担当する。

ウ 被告に交渉や示談の権限があるのは，被告が被った物損及び被告が負担

する可能性のある使用者責任についてのみであるから，乗務員が被った人

。 ，身損害については乗務員自身が独自に交渉することとされている ただし

， ，事故の相手方との関係では 被告と当該乗務員の利害は共通しているため

両者の示談交渉を分けることをせず，当該乗務員と被告担当者が事実上一

体のようになって相手方と交渉を行い，乗務員の人身損害の交渉に必要な

書類を被告が用意し乗務員の主張を代弁するなどして，一括して解決する

こともある。また，一括して解決しない場合でも，被告と相手方の交渉が

先行すると，そこで乗務員の過失の有無，過失割合につき何らかの合意が

された場合，それが乗務員と相手方の交渉に影響し乗務員が不利になる可

能性もあるため，それを避けるため，乗務員の人身損害に関して解決して

から被告の物損についての交渉を行っている。

( ) ところで，原告は，被告が乗務員に対して乗務中の交通事故に関する示2

談交渉を禁じていたから，被告は，本件雇用契約あるいは委任契約に基づい

て原告に代わり，Ａと本件事故により生じた原告自身の人身損害に関する示

談交渉を行う義務を負っていたと主張する。

しかし，上記認定のとおり，被告は乗務員に対し，事故直後で動揺してい

る状態で，被告が有する物損についての損害賠償請求権や事故の相手方に対

する求償権を侵害するおそれのある示談を行わないよう，事故現場での示談

をせず所属の営業所に連絡するようにとの指導はしていたものの，乗務員自

身の人身損害に関する示談交渉そのものを禁じていたと認めるに足りる証拠

はない。したがって，原告が乗務中に遭遇した交通事故により生じた原告自

身の損害についての示談交渉を，原告に代わり被告が行うことが，本件雇用

契約の内容になっていると解する余地はない。また，原告が被告に対し，本
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件交通事故に関する原告自身の示談交渉を個別に委任したと認めるに足りる

適確な証拠もない。

そうすると，被告が原告に代わりＡと本件事故により生じた原告自身の人

身損害に関する示談交渉を行う義務を負っていたということはできないか

ら，原告の本件慰謝料請求は，その余の点について検討するまでもなく失当

である。

５ 争点( )（立替金返還請求権の有無）について4

( ) 争いのない事実等，上記１認定の事実，証拠（甲７，乙１０，乙１１の1

１ないし３，乙１２，１６，２０，証人Ｃ）及び弁論の全趣旨によれば，以

下の事実が認められる。

ア 被告は，その従業員が労働災害により労災保険法による休業補償給付を

受給する場合には，同給付を申請してから実際に受給できるまでの間に数

， ，か月間の時間差があることから その間の従業員の生活が困窮しないよう

休業補償給付額を従業員に対して立替払いし，その後当該従業員に対して

同給付がされた場合にその分を返済させる制度（以下「本件立替払制度」

という ）を実施していた。。

イ 原告は，本件事故により傷害を負い，休業補償給付を受けることになっ

たため，本件立替払制度により被告から立替払いを受けるようになった。

被告は原告に対し，業務上の負傷のため労働することができないために

賃金を受けない日の第４日目である同月３０日から平成１１年１０月１５

日分まで立替払いを行った。

また，被告は，原告が休業補償給付を受給後確実に返済を受けられるよ

う，原告から同給付の受領の委任を受けて，金融機関の被告口座に同給付

が振り込まれるようにしたため，同給付がされた分については返済を受け

ることができた。

ウ 原告は，同年７月１６日から同年１０月１５日分についても休業補償給
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付を申請したため，被告は，同給付が全額されるものと考えて，それまで

と同様立替払いを行い，その額は合計８８万８０００円となったところ，

本件不支給決定により，原告の同年７月１６日以降の休業補償給付は，合

計２０万３３６４円しか支払われず，被告は休業補償給付によって残額６

８万４６３６円の返済を受けることができなくなった。

エ Ｃは，同年１１月２５日原告に対し，上記立替金６８万４６３６円を被

告に返還するよう求めたが，原告は，返還義務はないと主張して返済を拒

んだ。

被告は，原告に対し，平成１２年７月２４日付け内容証明郵便をもって

上記立替金６８万４６３６円を返済するよう求め，同書面は同月２５日原

告に到達したが，原告はこれを返済せず，現在に至るまで返済を拒否し続

けている。

( ) 以上認定の事実によれば，原告は，平成１１年７月１６日から同年１０2

月１５日までの休業補償給付の立替払いとして，被告から合計８８万８００

０円の支払を受けたが，その後本件不支給決定により，上記２０万３３６４

円以上の休業補償給付の支給を受けられなくなったのであるから，原告がそ

れまでに被告から受領していた立替金の残額６８万４６３６円は，法律上の

原因なく得た利益として被告に返還しなければならないことは明らかであ

る。

そして，原告は，同年１１月４日本件不支給決定を受け取ったときから，

自己が上記残額を取得する権利を失いこれを被告に返還しなければならなく

なったことを知ったと認められる。

( ) したがって，原告は，被告に対し，不当利得返還義務により，立替金残3

額６８万４６３６円及びこれに対する原告が自己の利得に法律上の原因がな

いことにつき悪意となった日の後である同月２５日から支払済みまで民法所

定年５分の割合による遅延損害金を支払う義務を負うものである。
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第４ 結論

以上のとおり，原告の本訴各請求はいずれも理由がなく，被告の本訴請求は

すべて理由がある。

横浜地方裁判所第７民事部

裁判長裁判官 福 岡 右 武

裁判官 脇 博 人

裁判官 藤 原 典 子


